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Abstract: Currently, the establishment of a new core institution with comprehensive 
consultation support system that operates across different fields of welfare is being considered. 
However, at the moment, there are several institutions with similar functions in each field. This 
paper suggests integrating these institutions under the welfare office while reconsidering its 
system and operations, in order to solve such coexistence that is prone to be redundant, so as to 
effectively utilize limited human resources and to respond to each case more smoothly.
Key Words: welfare office, comprehensive consultation support, self-support counseling 
agency, children's family support bases, public assistance
要旨：現在、福祉分野を横断する新たな包括的相談支援体制の構築やそのための中核機関
の整備が検討されているが、各福祉分野では、類似の機能を有する福祉事務所、自立相談
支援機関、市区町村子ども家庭総合支援拠点という包括的相談支援の中核機関が存在する。
　本稿では、それらの並存を解消し、人的資源の有効活用や円滑な事例対応等を図るため、
福祉事務所の下でこれらの機関を集約するとともに、サービス・相談支援の担い手の多元
化を踏まえ、福祉事務所について、外部機関との連携・調整の機能強化など体制・業務の
見直しを図るべきであること等を明らかにしている。
キーワード : 福祉事務所、包括的相談支援、自立相談支援機関、市区町村子ども家庭総合
支援拠点、生活保護
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Ⅰ　問題の所在及び本研究の目的
現在、福祉分野を横断する形での全世代・全対象型の包括支援体制の実現のため、市町村を
基礎とする新たな包括的相談支援体制の構築に向けた議論・取組が行われている 1）。その新た
な包括的相談支援体制の中核機関（以下「新たな中核機関」という。）は、典型的には生活困
窮者自立支援制度の自立相談支援機関とすることが想定されている 2）が、現段階では、総合相
談支援を業務とする福祉事務所や、児童福祉分野で包括的相談支援を担うものとして創設され
た市区町村子ども家庭総合支援拠点（以下「子ども支援拠点」という。）との関係性等は特に
示されていない状況にある。
福祉事務所を巡っては、これまでその外部に地域包括支援センターなど各種の専門分化した
相談支援機関が創設されてきたが、現在進められている新たな包括的相談支援体制の構築は、
こうした施策の流れを巻き戻し、福祉事務所とは別に、改めて分野横断での総合的な相談支援
機関を創設する動きであると言うことができる。また、子ども支援拠点は、子どもとその家庭
や妊産婦等を対象とするものであるが、原則市町村域を単位とする包括的相談支援体制の中核
機能を果たすことが想定されており 3）、新たな中核機関と類似の機能を有している。
このように、福祉事務所、自立相談支援機関、子ども支援拠点、新たな中核機関はそれぞれ
包括的相談支援体制における中核的役割を果たす機能を有しているため、それらの関係性等が
整理されないことで、人的資源の効率的活用や事例対応等に問題が生じるおそれがあると考え
られる。
本稿では、このような問題意識から、新たな包括的相談支援体制においては、福祉事務所に
これら類似の機関を集約することが望ましいと考え、今後の方向性等を論じることとした。
具体的には、まず福祉事務所の創設及び見直しの経緯、各福祉分野で行われてきた包括的相
談支援体制構築の動向、特に自立相談支援機関及び子ども支援拠点の内容や福祉事務所との関
係性の議論、新たな包括的相談支援体制構築の方向性等を整理・概観し、その上で、包括的相
談支援を担う中核機関の集約に向けた福祉事務所活用のあり方・課題等を明らかにしていくこ
ととした。
Ⅱ　新たな包括的相談支援体制とは
新たな包括的相談支援体制に向けた取組の発端は、厚生労働省が平成 27 年 9 月に取りまと
めた「誰もが支え合う地域の構築に向けた福祉サービスの実現－新たな時代に対応した福祉の
提供ビジョン－」（以下「福祉ビジョン」という。）4）にある。福祉ビジョンでは、地域包括ケ
アシステムでの包括的支援の考え方を全世代・全対象に発展・拡大させた新たな地域包括支援
体制の確立を目指すこととしている。また、その実現のため、複数分野の問題や複雑に絡む問
題を抱える対象者・世帯に対し、相談支援を分野横断的かつ包括的に提供する「新たな包括的
な相談支援システム」が必要となるとしている。同ビジョンでは、この包括的な相談支援は、
具体的には、①相談受付の包括化、②適切なアセスメントと支援のコーディネート、③ネット
ワークの強化と関係機関の連携に至る一貫したシステム、④必要な社会資源の開発とされる。
本稿における包括的相談支援体制とは、これらの機能を持つ相談支援システムと概ね同じ意味
－ 7－
で用いることとする。
Ⅲ　これまでの包括的相談支援体制の構築に向けた経緯
これまで包括的な相談支援の中核となる機関としては、その一定の役割を担うものとして福
祉事務所が存在してきた 5）が、その後、福祉サービスの提供システムが措置制度から利用契約
に基づくものに変化し、さらには、高齢者福祉分野において特に市町村域よりも身近な地域で
地域包括支援センターを拠点とする地域包括ケアシステムの構築が進められる中、福祉事務所
の役割も変貌してきた。また、近年は、特に市町村域を単位とする生活困窮者自立支援制度で
の自立相談支援機関や児童福祉分野での子ども支援拠点の創設、公的支援を「縦割り」から「丸
ごと」に転換すること等を内容とする地域共生社会実現に向けた検討が進められているなど、
福祉事務所を巡る状況は大きく変化している。
このⅢでは、福祉事務所の創設・見直しの主な経緯、包括的な相談支援体制構築に向けた近
年の動向や福祉事務所との関係等について整理・概観することとしたい。
１　福祉事務所の創設・見直しの主な経緯　
福祉事務所は、第二次世界大戦後に旧生活保護法、児童福祉法、身体障害者福祉法の福祉三
法が制定された後、1951（昭和 26）年に制定された社会福祉事業法（現社会福祉法）により創
設された。それ以前には、木村 6）によれば、福祉三法の施行事務に携わる有給専門職員として
社会福祉主事が設置されていたが、社会福祉主事が適正に活動するためには、実務に熟達した
査察指導を行う職員による特殊・高度な知識技術をもって常時指導することができる体制が必
要であるため、福祉事務所という機構が設けられたとされる。なお、町村については福祉事務
所の設置を義務付けるまでの業務量が見込まれなかったため、福祉事務所は都道府県、市に設
置義務を課し、町村は任意に設置できるものとされている 7）。
また、福祉事務所は、専門技術性を有する社会福祉の第一線の現業機関であり、業務内容は
福祉三法を中心とする多岐にわたり、創設時から、「社会福祉事業行政のセンター」と見做さ
れていたほか、福祉三法以外の社会福祉に関する事務も、都道府県知事の権限に属するものは
福祉事務所長に委任し、ここで包括的に他の社会福祉事業行政をも司ることが便宜であり、概
ね望ましいとされていた 8）。このため、福祉事務所はその発足時から、現在求められている分
野横断的な相談支援を担うことが期待された存在であったと言える。
ただし、福祉事務所創設時には児童相談所が既に存在しており、児童福祉の現業機関として、
専門性やサービスの公平性、措置の広域性や事務の効率性等から、相談・判定、一時保護及び
措置の三機能を一体的に総合して実施する行政機関としての性格を付与されていたとされる9）。
このため、児童福祉法の現業業務、特に要保護児童対策は、児童相談所と福祉事務所とで二元
化された体制で担っていくこととされ、それらの具体的な役割分担は、児童相談所は高度に専
門的な知識と技術を必要とするケースを取り扱い、福祉事務所はその他の一般軽易なケースを
取り扱うこととされている 10）。また、こうした二元体制の役割分担には一応の建前はあったも
のの、一貫した考え方があったわけではなく、曖昧なままの状態で経過し、社会福祉行政機構
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の一つの問題として残されていたとされる 11）。このような二元体制は、現在に至るまで児童福
祉分野がその他の福祉分野とは一定の独立性をもって体制整備がなされてきており、現在、子
ども支援拠点と新たな中核機関が特に連結して議論されていない遠因となっているとも考えら
れる。
その後、1960 年代前半に精神薄弱者福祉法（現知的障害者福祉法）、老人福祉法、母子福祉
法（現母子及び父子並びに寡婦福祉法）が制定され、福祉事務所はそれらの事務も含めた福祉
六法を所掌する機関となった。こうした体制の拡充に併せて、福祉事務所見直しの機運も高ま
り、1964（昭和 39）年に、福祉事務所の家庭児童福祉に関する専門的相談指導の強化を図るべく、
福祉事務所の内部に家庭児童相談室を設置し、専門職員（家庭児童福祉主事や家庭相談員）を
配置するなどにより、児童相談所との役割分担の一定の明確化などが図られている 12）。
また、1971（昭和 46）年には、福祉事務所を総合福祉センターとする方向性が厚生省や全
国社会福祉協議会から提示されている。厚生省は同年「新福祉事務所運営指針」13）を発刊し、
福祉事務所について「福祉に関する総合福祉センターとしての機能を十分発揮できるように、
機構、職員を含めて、その体制を変えていく必要がある」とするなど、福祉事務所を総合的な
相談支援機関とする方向性を打ち出している。一方で、全国社会福祉協議会においても「福祉
事務所の将来はいかにあるべきか－昭和 60 年を目標とする福祉センター構想－」14）をとりま
とめ、福祉事務所を福祉センターとして、人口 10 万人以上の市に設置義務を課し、それ以下
の小さな市町村は一部事務組合を設立して福祉センターを設置することや、現在各種相談所が
持っている相談や措置などの直接的業務は福祉センターに集中すること等の構想を示した。し
かし、その後の高度経済成長から低成長へと移行する状況にあって福祉事務所のあり方を根底
から問い直す局面には向かわなかったこと 15）、貧困問題が機械化、数量化、単純化される中で
その本質が隠ぺいされかねないこと、経済給付とケースワークの分離は社会福祉主事の技術的
枠組みへの矮小化を推進させること等による社会福祉関係者を中心とする反対世論があったこ
と 16）により、福祉事務所が総合相談支援機関に向けて大きく見直されることにはならなかっ
たと指摘されている。
1990 年代からは、福祉事務所を取り巻く外部環境が大きく変貌し、1989（平成元）年に「高
齢者保健福祉推進十か年戦略」（ゴールドプラン）が策定され、在宅介護の総合相談等を担う
在宅介護支援センターを全国的に整備することとされたほか、1990（平成 2）年に福祉関係八
法の改正が行われ、老人福祉法及び身体障害者福祉法の援護事務が都道府県から市町村に移譲
された。この結果、福祉事務所が設置されていない町村でもこれらの移譲された事務を行うこ
とになり、福祉事務所と福祉分野での現業業務が必ずしも連動しない状況が生じることになっ
た。
さらに、1997（平成 9）年の介護保険法の制定や、2000（平成 12）年に成立した社会福祉事
業法等の改正による支援費制度導入により、高齢者福祉や障害者福祉のサービス利用は措置制
度と利用契約に基づくものに分かれることになった。これらは、福祉事務所の業務に大きな影
響を与えたが、社会福祉基礎構造改革の中でも、福祉事務所の在り方が本質的に見直されるこ
とはなく、現在に至っている。
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以上概観したとおり、福祉事務所はその創設の当初から総合的な相談支援機関としての役
割が期待され、その後老人福祉法の制定等の福祉制度の充実に併せて、福祉事務所を総合福祉
センターとすることが目指されるような時期も経てきている。当時のセンター構想は、現在議
論されている包括的な相談支援機関の原型とも言えるものであり大いに参考になるものである
が、諸状況により実現には至らず、その後の大きな環境変化を経ても、福祉事務所は大幅な見
直しが行われないまま、次に述べるさらなる環境変化の時代を迎えている。
２　包括的相談支援体制構築に向けた各福祉分野における近年の動向
（１）　高齢者福祉、障害者福祉分野
高齢者福祉分野では、ゴールドプランに基づく在宅介護支援センターの整備や介護保険法制
定に伴う居宅介護支援事業の創設により、福祉事務所の外部に民間機関も活用しながら、相談
支援を担う拠点整備が進められてきた。さらに、2005（平成 17）年の介護保険法の改正により、
高齢者が住み慣れた地域での生活を継続できるよう、地域包括ケア体制を支える地域の中核機
関として新たに地域包括支援センターが創設された。このように、高齢者福祉分野では、他の
福祉分野に先行して、福祉事務所の外部で、市町村域よりも身近な地域を担当区域とし、特に
福祉・保健医療の連携を念頭に置いた包括的相談支援を担う機関が整備されてきたと言える。
障害者（児）福祉分野においても、高齢者福祉の動向を参考にしつつ、サービス利用計画の
策定等を行う指定特定相談支援事業者や基幹相談支援センターの創設など、高齢者福祉分野と
同様、福祉事務所の外部での包括的相談支援を担う機関が整備されてきている。
（２）生活困窮者分野
第二のセーフティネットとして生活保護受給者以外の生活困窮者への支援を抜本的に強化す
るため、生活困窮者が抱える複合的な課題に対応して包括的な相談支援を行うこと等を内容と
する生活困窮者自立支援法が 2013（平成 25）年に制定されている。生活困窮者自立支援制度は、
「生活保護制度との一体的・連続的な制度運用という観点からは、生活保護制度の実施主体で
あり、同制度の運用を通じて、既に生活困窮者支援経験やノウハウを持つ地方自治体が主たる
実施主体となることが適当」17）との考え方から、福祉事務所設置自治体が実施主体となってい
る。
福祉事務所設置自治体は、自立相談支援事業実施のために自立相談支援機関を置くことにな
るが、その対象圏域は、標準的には、1福祉事務所設置自治体につき 1つの拠点を置くことが
想定されている 18）。実態としても、機関数は全国で 1,345 箇所（平成 27 年度）であり、概ね 1
福祉事務所設置自治体が 1カ所設置しているケースが多く、ある程度広域的な設置状況となっ
ており 19）、自立相談支援機関は基本的に市町村単位での中核機関の位置付けとなっている。
自立相談支援機関の対象圏域は福祉事務所とはほぼ差異がなく、その機能も金銭給付や公権
力行使等を除き類似しているにもかかわらず、自立相談支援機関は福祉事務所とは別の位置付
けのものとされている。生活保護との一体的・連続的な運用の観点からは、福祉事務所が自立
相談支援機関を担うことが自然であるが、この点について、生活困窮者自立支援制度創設の議
論が行われた社会保障審議会生活困窮者の生活支援の在り方に関する特別部会（以下「生活困
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窮者特別部会」という。）での経過を確認することとしたい。
厚生労働省は、第 8回生活困窮者特別部会で、経済的困窮者に対する総合的な支援拠点は福
祉事務所が担っているが、ケースワーカーの負担が重く、生活保護脱却後の定着支援が十分に
対応できていないとの問題点等を指摘した上、生活困窮者への総合相談、包括的・継続的相談
支援を行うために総合的な相談支援センターの設置を検討してはどうかと提案している 20）。そ
の際に地方自治体での様々な相談支援体制構築の取組も紹介されている 21）が、特に福祉事務
所を中核とするようなものはなく、また、厚生労働省提出資料の他の部分にも福祉事務所を活
用することを念頭に置いた文言はない。このため、当初から、ケースワーカーの負担の現状等
に鑑み、福祉事務所そのものを総合的な相談支援センターに見直すことは想定していなかった
と思われる。その後の生活困窮者特別部会でも、一部委員からは、センターへの相談事業の業
務委託により、福祉事務所が保護決定等の事務処理のみ行うことになり、ケースワーク業務の
機会が減ることで機能の低下が一層進むため、福祉事務所の専門性強化等も一体で行うべきと
の意見は出されている 22）が、福祉事務所の業務として自立相談支援事業を位置付けるべきと
の議論は行われていない。
その背景としては、福祉事務所に自立相談支援機関としての業務を付加する場合、その人員
体制等の実状から業務の民間委託も認めていくことが必要である一方、民間委託を進めること
にも福祉事務所の質の低下への懸念等からの慎重な意見があったこと、さらには、地域の実情
に応じた分権的・創造的な体制構築を進めるとの基本的考え方 23）により、福祉事務所への一
律の業務の付加も難しかったことがあったものと考えられ、その結果、福祉事務所の業務とし
て自立相談支援事業を位置付けるまでには至らなかったものと思われる。その後、福祉事務所
との関係では、厚生労働省通知 24）により、福祉事務所と自立相談支援機関の緊密な連携を要
請すること、生活困窮者自立支援制度と生活保護制度の事業について、同一の事業者が受託す
る場合一貫した効果的な支援を行うことができるとし、これを推奨するにとどまっている。
生活困窮者自立支援制度については、2016（平成 28）年 10 月以降、生活困窮者自立支援の
あり方等に関する論点整理のための検討会や同検討会での論点整理を経て社会保障審議会生活
困窮者自立支援及び生活保護部会において見直しに向けた議論が行われているが、2017（平成
29）年 8月下旬時点では、自立相談支援機関の位置づけを大幅に見直すことは論点とはされて
いない。
（３）児童福祉分野
児童福祉分野では、要保護児童対策は児童相談所を中心に支援が行われてきた一方で、子育
て支援は従来から市町村を中心として実施されている。柏女 25）によれば、子ども家庭福祉基
礎構造は、社会的養護は都道府県に、保育・子育て支援・児童健全育成は市町村に、実施主体
が二元化された、都道府県中心・措置中心システムと市町村中心・契約中心システムとの併存
システムであったとされる。なお、近年は、特に要保護児童対策について市町村の役割を強化
し、子ども支援拠点の創設など市町村に実施体制を集約することで、こうした分断された状況
を解消する動きが生じている。
2004（平成 16）年に成立した児童福祉法等の改正法により、子どもと家庭に関する相談は
－ 11 －
基本的に身近な市町村で一義的に受け止め、高い専門性や一時保護等の行政権限の発動を要す
る事例は児童相談所中心に対応するよう、児童福祉の実施体制の見直しが行われた。その議論
が行われた社会保障審議会児童部会では、特に福祉事務所がこうした市町村の役割を担う機関
とは位置付けられておらず、どの機関を中核とするのかは地域の実情に応じて柔軟に対応され
ることが適当とされた 26）。
その後、2016（平成 28）年の児童福祉法等の改正により市町村の役割はさらに強化され、
同改正では、市町村の児童・妊産婦の福祉に関する支援拠点（子ども支援拠点）の整備の努力
義務化、要保護児童対策調整機関への専門職配置の義務化、特別区も児童相談所を設置可能と
すること、子育て世代包括支援センターの法定化など市町村の体制強化等のための措置を講じ
ることとされた。
子ども支援拠点は、子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、その福祉に関し必要な支援業
務全般を行い、包括的・継続的支援に努めるものとされている 27）が、2016（平成 28）年の法
改正では子ども支援拠点、要保護児童対策調整機関、子育て世代包括支援センターといったそ
れぞれ相談支援機能を有する機関がいくつも法定化・強化されており市町村の相談支援拠点が
複数併存している。厚生労働省は運用上、これらを子ども支援拠点に集約するよう促しており、
子ども支援拠点が要保護児童対策調整機関を担うことや、同一の機関が支援拠点と子育て世代
包括支援センターの 2つの機能を担い一体的に支援を実施することが求められるとしているほ
か、福祉事務所内に設けられる家庭児童相談室について、支援拠点は既存の家庭児童相談室の
機能を包含することにもなるため、家庭児童相談室の機能を核として支援拠点の機能を拡充す
ることも想定されるとする。28）
これは、児童福祉を巡る社会的養護、子育て支援、母子保健について子ども支援拠点を結節
点として統合しようとする動きであり、さらに福祉事務所がその中核となりうる可能性も示唆
している。しかし、新たな包括的相談支援体制との関係性は明確なものとはなっていない。
（４）　分野横断での地域共生社会実現に向けた取組
福祉ビジョンで示された包括的相談支援システムの構築に向けて厚生労働省に「「我が事・
丸ごと」地域共生社会実現本部」が設置された。この実現本部での議論に資するため、「地域
における住民主体の課題解決力強化・相談支援体制の在り方に関する検討会」（以下「地域力
強化検討会」という。）で市町村による包括的な相談支援体制の整備の在り方等について議論
が行われ、2016（平成 28）年 12 月に「中間とりまとめ」29）が、翌年 8 月に「最終とりまと
め」30）が公表されている。
「中間とりまとめ」では、福祉ビジョンよりも具体的に新たな包括的相談支援体制のあり方
を示しているが、そこでは、住民に身近な圏域の中で課題をとりあえず「丸ごと」受け止める
機能を設けることが必要であり、地域包括支援センターを活用して丸ごと受け止める場として
の機能を果たしていくことが期待されるとする。さらに、こうした「丸ごと」の相談を受け止
める場は適切な機関に事例をつなぐほか、複合的な課題は市町村を基本に多機関協働による包
括的な相談支援体制の中で対応すべきとし、その協働の中核の役割を担う機能が必要であると
する。また、この中核の役割は、典型的には自立相談支援機関が担うことが念頭に置かれてい
－ 12 －
るとともに、その役割を担う機関には「相談支援包括化推進員」を配置し対応すべきことも示
されている。これらは、まず身近な圏域で地域包括支援センター等の相談支援機関によりニー
ズを把握し、複合的な課題を抱える事例は市町村域での自立相談支援機関等の中核機関により
対応するという二層構造を基本的な姿として示したものであると考える。
「最終とりまとめ」でも同様の方向性が示されているが、中核機関や「丸ごと」受け止める
場について、自立相談支援機関や地域包括支援センターのほか多様な機関も選択肢としてより
明確化され、これらは地域に応じて設置していくべきとされている。このため、「中間とりま
とめ」と比べて、より幅広い対応を念頭に置いた記述となっている。また、協議の場等が複数
存在するため、市町村ごとに必要性や役割機能を再構築していくべきことにも言及されている。
一方で、地域力強化検討会では、ある意味福祉事務所機能の外部委託が進められてきた一方、
行政内部は縦割りとなっており困窮の実態にそぐわない状況になっていることや、行政の中を
どう包括するのかという課題がある旨の指摘等はなされている 31）が、新たな中核機関と福祉
事務所や子ども支援拠点との関係について特段議論が行われた形跡はない。
Ⅳ　新たな包括的相談支援体制の構築に向けた課題及び今後の方向性
１　現状での課題
Ⅲで述べたように、福祉事務所はそもそも総合的相談支援の役割が期待されている機関で
あったが、その外部に様々な包括的相談支援の中核機関が創設されてきている。特に市町村域
を基本的な対象圏域とする中核機関を整理し、比較すると表 1のとおりである。表 1の中核機
関の業務等には相当の類似性、親和性が見られ、特に、自立相談支援機関は福祉事務所と設置
自治体が同じであり機能も類似しているほか、子ども支援拠点も、子どもとその家庭や妊産婦
等についての包括的相談支援体制の中核を担う位置づけであり、新たな中核機関との業務の重
複がみられる。
このように類似の機関がいくつも並存する場合、人的資源等の効率的な活用が阻害されるこ
とや、複合的な課題を抱える事例をどの中核機関が担当するのかが曖昧となること、事例の蓄
積を通じた専門性の向上が十分に期待されないことといった問題が生じるおそれがある。また、
これらの中核機関は、それぞれ関係機関との連絡調整のための協議の場を設けることになるが、
各種協議会への出席等による協議疲れが生じているという問題 32）もある。このため、こうし
た複数の中核機関の関係性を整理し、それらを集約することが現時点での課題であると考える。
なお、これらはいずれも自治体がその実施主体であるが、自立相談支援機関や子ども支援拠
点、新たな中核機関は「機能」としての位置づけであり、それぞれ独自の組織が必要とされる
ものではない。このため、制度的に複数の中核機関が存在するとしても、地方自治体の運用と
して 1つの機関に集約することができるため、特段問題ないとの意見もあり得る。　
しかし、現時点では、表 1のうち福祉事務所の相談支援機能について、丸ごと外部に委託し
又は廃止することまで容認されるかどうかは特に整理されていない。このため、福祉事務所以
外の機関に機能を集約する場合には、福祉事務所の相談支援機能を他に丸ごと委託し又は廃止
することは困難であるため、福祉事務所とそれ以外の中核機関という類似の 2つの機関の併存
－ 13 －
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が避けられない状況となる。このため、新たな包括的相談支援体制における福祉事務所の取扱
いを制度的に検討することが必要となる。
また、これら複数の中核機関に関係する制度については、例えば、生活困窮者自立支援制度
の支援調整会議や新たな包括的相談支援体制での相談支援包括化推進会議には、要保護児童対
策地域協議会と同様の関係機関へ情報提供を求めることを可能とする根拠規定や構成員の守秘
義務規定が法令上存在しない 33）など、制度間の整合性を確保する必要が存在している。
こうしたことから、複数の中核機関の集約といった課題については、その解決を地方自治体
の運用に委ねるのみならず、制度的な環境整備を図ることが必要である。
２　今後の方向性
（１）　中核機関を集約した場合の基本的な形
既述のとおり、複数の中核機関の関係性を整理しなければ、人的資源等の効率的な活用や事
例対応等の問題が生じるおそれがあるため、中核機関を 1つの機関に集約することが求められ
る。
その具体的なあり方は、新たな中核機関はもっとも幅広く分野を横断するものと想定されて
いるため、その下に、自立相談支援機関や子ども支援拠点の機能を集約することが適当である。
その際には、既存又は新規の相談窓口での総合相談窓口の設置・集約や、関係機関による協議
の場について、既存の会議体の活用や会議の合同開催により重複を排除すること等のほか、複
数の中核機能を統括管理する機能・組織を設けることが考えられる。
なお、自立相談支援機関や子ども支援拠点は自治体が実施主体であるが、柔軟に外部の民間
団体に業務を委託することが認められている 34）。このため、中核機関を集約するにしても、引
き続きこれらの機能については外部の民間団体への委託を認めることが適切であり、その場合
には、集約後の新たな中核機関は外部機関で担う自立相談支援機関や子ども支援拠点の中核機
能を統括管理する位置づけになると考える（委託の関係は（２）の①・②でも言及）。
（２）　福祉事務所への中核機関の集約
（１）に沿って中核機関を集約するにしても、どの組織がこうした役割を担うのか整理する
必要があるが、次の 2つの理由から、福祉事務所が担うことが適当と考える（集約後のイメー
ジは図 1）。なお、従来と同様の組織・運用のままこうした役割を担うのではなく、福祉事務所
自体もあり方を見直す必要があると考えられるが、その点は後述する。
①　行政機関が直接に関係機関の連携・協働を確保する機能を担う重要性
これまでも、各種の包括的相談支援体制の中核機関は、民間への委託を可能としつつも実
施主体は地方自治体とされ、新たな中核機関も実施主体を地方自治体とする前提で検討され
ている。このため、集約後の新たな中核機関の実施主体を自治体にすることに特段異論はな
いと考えられるが、問題はそうした集約された中核機関の機能をすべて民間機関に委託する
ことの是非にある。
Ⅱの包括的相談支援の機能のうち相談受付等を民間に委託することはあり得るものの、関
係機関との連携・協働を図るための機能、特に協議会等のネットワークの管理機能は、効率的・
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効果的な関係機関等の連携が包括的相談支援体制の成否に大きく影響すること、また、自治
体が政策立案に必要な現場の情報等を確保しておく必要に鑑み、行政機関が直接担うことが
適切である。
様々に専門分化したサービスを効率的・効果的に利用者に提供していくため、武川 35）は、
公共部門の役割は、コーディネータ （ー調整者）、イネイブラ （ー条件整備者）、プロバイダ （ー供
給者）としての 3つに要約できるとしているが、このうちコーディネーターの役割の背景と
して、行政が第三者性を有していることを挙げている。表 1の福祉事務所以外のどの中核機
関として取り扱う事例にしても多くの団体・機関が関わることが想定され、特にそれらの中
核機関を集約する場合、こうした第三者性・中立性がより強く要請されると考えられる。
また、自立相談支援機関、子ども支援拠点、新たな中核機関のどの中核機関が取り扱う事
例であっても、一般的な相談事例と比べて、課題が複雑化・複合化していることが想定され
る。「要保護児童対策地域協議会設置・運営指針」36）では、2017（平成 29）年 4月から新た
に、関係機関等の協議に時間を要して適時適切に支援、保護等を行えない事態を回避するた
め、協議が調わない場合に、中核機関は必要に応じて参加する 1つの機関を主たる支援機関
として指定するとされた。課題の複雑化・複合化した事例には、こうした一種の調整権限を
発動する必要性があると考えると、一層中立性を有する行政機関が中核機関となることが強
く求められる。ちなみに、要保護児童対策調整機関については、要保護児童対策地域協議会
を構成する関係機関等のうちから指定するとされ、民間機関も制度上調整機関に指定される
ことはあり得るが、厚生労働省の調査では、2016（平成 28）年 4 月 1 日現在、ほぼすべて
の設置自治体で児童福祉主管課等の行政機関が調整機関とされている実態がある 37）。
現状
今後の方向性（案）
福祉事務所 自立相談支援
機関
市区町村子ども
家庭総合支援
拠点
新たな包括相談支援体制
の中核機関（今後整備）
従来の福祉
事務所業務
市区町村子ども
家庭総合支援
拠点業務
新たな包括相談支援体制の中核機関（今後整備）
＝福祉事務所
各分野の包括的相談支援体制における中核機関の集約のイメージ
※ 各中核機関の業務は柔軟に外部委託可。ただし、関係機関の連携・協働の確保のためのネットワーク管理等は直営を想定。筆者作成
自立相談支援
事業
図１
※ 新たな中核機関には典型的には自立相談支援機関が想定されており、上記ではこれを前提としている。
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さらには、中核機関の取り扱う事例については、生活保護等での金銭給付、緊急の場合の
一時保護など行政権限の発動が求められる事例が、一般的な相談事例より多いことも想定さ
れる。このような行政権限の発動が求められる事例は、生命・身体の安全に直結し得るため
行政権限の行使等が円滑かつ速やかになされる必要がある。こうした事例も想定すると、な
おのこと、行政機関が集約された中核機関の役割、特に関係機関の連携・協働を図る機能を
担うことが必要と考えられる。
②　「福祉事務所」という資源の活用
行政機関が集約後の新たな中核機関の役割、そのうち少なくとも関係機関の連携・協働の
確保のための機能を直接担うとすれば、それに見合う人員や専門性等を有する部署又は行政
機関が求められるが、この集約後の中核機関の受け皿としては福祉事務所を活用することが
適当と考える。
現状では、福祉事務所は全てが十分な専門性等を有しているとは限らない 38）が、幅広い
事務を所掌する組織体制を有し、これまで活動してきた実績からは、受け皿としての基礎的
能力・適性があると言える。
また、自立相談支援機関は福祉事務所と設置自治体が同じであり機能も類似しているほか、
自立相談支援機関と福祉事務所の支援の一貫性が課題として指摘され 39）、既述のとおり、子
ども支援拠点についても福祉事務所の家庭児童相談室を中核とすることも想定されている。
また、新たな中核機関の役割を担う機関は、これまでの議論では典型的には自立相談支援機
関が想定されており、福祉事務所との親和性を有することになる。このように、表 1の中核
機関には福祉事務所との重なり・親和性が強くあるため、福祉事務所にこれらの中核機関を
集約することがもっとも自然である。実態としても、自立相談支援機関は、福祉事務所直営
で実施している自治体が 36.1％、福祉事務所が生活困窮者自立支援制度所管課であり委託で
実施している自治体が 48.4％となっており 40）、子ども支援拠点の役割とされる要保護児童対
策調整機関も、福祉事務所の家庭児童相談室が担っている割合は 5.5％となっている 41）。
さらには、新たな中核機関については、包括支援包括化推進員の配置にとどまらず、地域
力強化検討会の「最終とりまとめ」では、各種専門機関等による支援チームで対応する必要
性が指摘されている 42）が、福祉事務所はスーパーバイザーの下で現業員が業務を行う 43）等
の組織体制を有しており、新たな中核機関内部での組織的な対応という観点からその知見を
活用できるとの利点がある。
なお、組織の在り方については、地方分権改革との関係も留意しておくべきである。自立
相談支援機関や子ども支援拠点は、法律上組織ではなく機能であるが、これは、必置規制の
廃止等がされる中、地方自治体に新たな組織の設置を義務付けることは難しいことも背景に
ある 44）と考えられる。今後、地方自治体に一定の組織の設置を求める場合、地方分権改革
の取組も考慮すれば、既に組織として存在する福祉事務所の有効活用は重要である。
（３）　福祉事務所の体制・業務のあり方の見直し
①　福祉事務所の体制・業務のあり方の見直し
福祉事務所は、Ⅲの 1のとおり、福祉サービスや相談支援の担い手の多元化に伴い、外部
－ 17 －
機関との連携・調整の機能強化や外部委託が特に進められてきたような経過はないが、今後
集約後の中核機関の役割を担う場合、そうした機能の強化や外部委託の活用等の統括管理機
能の向上に向けて、専門職の配置等の体制や業務のあり方を見直す必要がある。
福祉事務所は、社会福祉法で定める現業員の社会福祉主事資格要件さえ十分満たされてお
らず、ケースワーカーの人員数も同法で定める標準定数より下回っている自治体がある 45）
ため、質・量両面で、現行の体制で単純に集約後の中核機関の役割を付加することは難しい
という状況がある。また、地域の実情に応じた自治体の取組を阻害しないことも考慮すると、
福祉事務所への中核機関の集約に当たっては、外部委託等により、地域の様々な行政機関や
民間団体との柔軟な連携・役割分担を可能にすることが必要である。
このような中、福祉事務所の主要な業務である生活保護業務についてもあり方を見直す必
要があると考えられる。これまで、厚生労働省は、生活保護業務について、保護の決定・実
施にかかわる事務は法の規定上民間への外部委託は困難であるものの、相談・助言について
は外部委託も可能であるとし、自立支援プログラム導入の際も外部委託を推奨しているとさ
れるが 46）、福祉事務所が新たな役割を果たすことに伴う業務の増加を踏まえると、生活保護
業務について外部委託のさらなる積極的活用が検討されるべきと考える。
ただし、生活保護業務については、過去金銭給付とケースワーク業務（相談支援業務）の
「分離論」、「一体論」が議論されてきているが、「分離論」は生活保護による金銭給付の社会
手当化につながり得るものでもあり、また、その場合には福祉事務所の給付管理事務所化の
おそれも指摘されている 47）。これらの点は慎重に検討される必要があるが、後者については、
少なくとも、福祉事務所が包括的相談支援体制の結節点として重要な機能を担う場合には、
現場の実態から乖離するおそれは多少なりとも低下すると考えられる。加えて、既に生活困
窮者自立支援制度の自立相談支援事業の相談支援は福祉事務所の外部機関が担い、住居確保
給付金の支給等の支援決定は自治体で行う 48）との「分離論」に近い運用実態が先行してい
ることも考慮すべきである。
なお、２の（２）で述べたように、自立相談支援機関創設時の議論では、生活保護業務の
民間委託の推進は福祉事務所の質の低下につながるとの懸念があり、これが福祉事務所の業
務として自立相談支援事業を位置付けることを躊躇させた一因と考えられる。そもそも自立
相談支援事業は生活保護との連続性があるため、自立相談支援機関の創設自体、本来福祉事
務所の所掌であるはずの業務の外部委託を可能とする手法であったと見ることもできる。生
活保護業務の外部委託がより活用されるのであれば、自立相談支援事業を福祉事務所の業務
と独立に位置付ける必要性は、一層低下すると思われる。
②　身近な圏域で「丸ごと」の相談支援を担う機関の位置づけの明確化
地域力強化検討会の「最終とりまとめ」では、新たな包括的相談支援体制の中では、住民
に身近な圏域で「丸ごと」受け止める場について、地域包括支援センターや相談支援事業所、
地域子育て支援拠点などのうち地域の実情に応じて適切に設置するとともに、どこがその機
能を担うのか等を地域住民等に広く明確に周知するとされた。「丸ごと」の相談機能を担う
地域の機関は、その位置づけの明確化や確実な財源措置、また、バックアップ機能を適切に
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位置づける観点から、これを①の対応と併せて、福祉事務所の支所（ブランチ）と位置付け
ることが適切と考えられる。
４　福祉事務所を活用する場合の課題
３のように福祉事務所を活用していく場合には、専門性の確保や関係機関との連携強化のた
めの組織の見直しなど様々な課題があり十分な検討が必要であるが、次の課題についても言及
しておきたい。
（１）　町村部の対応
町村には福祉事務所の設置義務はなく、これを任意に設置できることとされているが、新た
な包括的相談支援体制は市町村を基礎に構築することとされているため、福祉事務所をその中
核に位置付ける場合、福祉事務所の設置主体について改めて検討することが必要である。地域
力強化検討会の「中間とりまとめ」では、自立相談支援機関が新たな中核機関の役割を担うこ
とを想定して、自立相談支援機関が設置されていない自治体、すなわち町村部については、「多
機関の協働による包括的支援体制構築事業」の進展を注視しつつ、全国展開を検討すべきとし
ている。しかし、３のように福祉事務所を活用する場合、町村部においても各種の中核機関の
並存を解消し、人的資源の有効活用や円滑な事例対応等を図るとともに、生活保護・生活困窮
者自立支援制度について、より一層住民の実情に応じた支援を迅速に行う観点から、町村にも
福祉事務所の設置義務を課し、生活保護等も含めて町村を実施主体とすることも検討課題にな
ると考えられる。
（２）　児童相談所との関係の整理
新たな包括的な相談支援体制は市町村を基礎に整備される方向性であるが、児童相談所で担
当する児童虐待事例では、多様な問題が複合化した事例が多くみられることもあり 49）、これま
でも残されてきた課題である児童相談所と福祉事務所・市町村との関係についても、新たな包
括的相談支援体制の中で整理することが求められる。
その対応としては、今後児童相談所機能を市町村やその設置する福祉事務所で担わせること
も考えられるが、2016（平成 28）年の児童福祉法改正に至るまでの児童相談所と市町村の役割
分担の議論や児童相談所の現在の業務量 50）を踏まえれば、当面は、現行どおり児童相談所は
存続することになると思われる。
（３）　保健医療分野との連携
高齢者福祉分野における地域包括ケアシステムの構築や、児童福祉分野における子育て世代
包括支援センターの創設等の母子保健との連携など、各福祉分野では保健医療分野との連携に
向けた施策が進められており、福祉事務所が新たな役割を担う場合にも、保健医療分野との連
携強化に向けた見直しが求められる。
その場合、福祉事務所への医療関係職の配置や市町村保健センター等との関係を検討する必
要があると考えるが、厚生労働省の「「地域共生社会」の実現に向けて（当面の改革工程）」51）では、
2020（平成 32）年までを目処として、市町村における福祉関係部局の横断的・包括的体制のあ
り方や市町村保健センター、保健所など保健福祉分野の行政機能のあり方と役割分担を幅広く
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検討するとされており、その動向が注目される。
Ⅴ　結論
新たな中核機関や、福祉事務所、自立相談支援機関、子ども支援拠点という類似の機能を有
する中核機関の並存を解消し、人的資源の有効活用等を図るためには、福祉事務所の下でこれ
らの機関を集約するとともに、福祉事務所の組織・業務について、サービスや相談支援の担い
手の多元化を踏まえ、中核機関としての見直しを行うことが望まれる。
福祉サービスの利用が主に契約に基づくものとなり、福祉事務所の外部で各種の相談支援機
関が創設されるなど大きな環境変化が生じてきた中、福祉事務所のあり方が大きく見直された
経過はないが、新たな包括的相談支援体制の構築は、改めて福祉事務所の見直しを図る好機で
あると考えられる。
集約後の中核機関の受け皿として福祉事務所を位置付ける場合、その専門性の確保等様々な
課題があるため十分な検討が必要であるほか、福祉事務所が給付事務のみに収斂する「給付」
事務所化への懸念 52）も想定されるが、効率的な体制の確保や地域の外部資源との連携・協働
に着目し、福祉事務所の変革も含めた幅広い議論が行われることを期待したい。
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